
※所有者等は、特定建築物を使用開始した際の届出 （1カ月以内）をしなければならない。

１．所有者＝建築物の全部の管理について権原を有する者＝維持管理権原者の場合 

⇒届出者は、「所有者」になります。

２．所有者≠建築物の全部の管理について権原を有する者＝維持管理権原者の場合 

   ⇒届出者は、「建築物の全部の管理について権原を有する者」になります。

何かしらの根拠に基づき、所有者以外が全部の管理について権原がある場合に限られます。 

※確認書類：破産管財人証明書 or契約書（管理行為について）or 委任状等 

３．所有者＝建築物の全部の管理について権原を有する者≠維持管理権原者の場合 

   ⇒届出者は、「所有者」になります。

何かしらの根拠に基づき、所有者以外が維持管理について権原がある場合に限られます。

   ※確認書類：破産管財人証明書 or契約書（維持管理業務について）or 委任状等 

①所有者 

「特定建築物」の所有者 

②特定建築物の全部の管理について権原を有する者     

 民法第２５条等に規定する管理行為※を自らの判断でなし得る  

法律上の地位にある者。 

※保存行為・利用行為・改良行為の全て 

   保存行為：財産の滅失毀損を防ぎ、その現状を維持する 

ための行為   例）家屋の修繕

利用行為：財産をその性質に従って有利に利用する行為 

例）家屋を賃貸する

改良行為：財産の性質を変じない範囲でその価値を増加 

する行為    例）家屋に造作をつけること

③維持管理権原者 

 特定建築物の維持管理について権原を有する者

「自らの判断を責任に基づき維持管理できる」 

所有者等について  ～用語説明～ 

届出者について  ～確認フロー～ 

①

②

③



破産管財人証明書や契約書がない場合は、以下の例を参考に委任状等の書類を作成し、届出時に

提出してください。また、権利・権原に変更があった場合も必要に応じて当該書類を作成の上、特

定建築物変更届に添付してください。 

なお、契約書の内容については、「平成２２年 7 月２７日 厚生労働省健康局生活衛生課 事務

連絡」をご確認ください。 

２．所有者≠建築物の全部の管理について権原を有する者＝維持管理権原者の場合 

３．所有者＝建築物の全部の管理について権原を有する者≠維持管理権原者の場合 

※届出者、所有者等、維持管理権原者については、一般的には法人の場合は法人名 

および代表者氏名、国や地方公共団体等の場合は、それぞれ国有財産法、地方自治 

法等に規定するものとなります。通常、支店長や学校長はこれに該当しません。 

委任状                （例）

 私は、    ②     に、特定建築物名称 （所在地） の全部の管理（当該特

定建築物の滅失・毀損を防止し、その価値を維持し、それを利用及び改良することの全て）

についての一切の権原を委任します。

平成〇年〇月〇日

所有者所在地               

名称                ○印

委任状等について  ～作成例～ 

委任状                （例）

 私は、    ③     に、特定建築物名称 （所在地） の維持管理について、

建築物における衛生的環境の確保に関する法律の規定に基づく義務を履行するために必

要な、一切の権利を委任します。

平成〇年〇月〇日

所有者所在地               

                  名称                ○印


